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職員の服務、勤務時間、休暇、出張等 に関する規定の概要
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本稿 は本誌前号所載の「都道府県立高等学校管理輝則の分類」(以下、前稿 とい う)の継続

研 究であ る。「分類」に続 いては総則事項の検討等他の事項の検討 から始め る方法 も可能な

ところを標記の副題の ように したのは、筆者 も参加 してい る大阪高等学校教育法研究会で

学校管理規則 の集団的な研究が進め られてお り、それ との兼 ね合いがあるか らである。

… 服務、勤務時間等 の概念 と法律の定め

一一般 に
、教職員に関する法の規定は、職、職務、職員組織に関する もの と職員の身分取

扱 いに関す るもの とに大別 され、後者は、 さらに、職員の任用、分 限、懲戒、身分保障、

服務、勤務条件 に関す る規定 に細分で きよう。勤務条件 には給与 と勤務時間 ・休暇 ・休 日

等が含 まれる。

地方公共団体 の定める規程では、教職員 に関す る諸規程 は、例 えば次の ように区分され

ている(宮 崎県 の例)。 ω

定数、任免 ・分限 ・懲戒 、給与、旅費、退職手当、服務、勤務時間 ・休 日等、勤務評

定、福利 ・利益保護、職員団体、免許。

学校管理規則における教職員 に関す る規定 としては、各種の職の設置 とその職務、職員

の任用、職員会議 ・校務分掌 ・主任制度等の職員組織、出張 ・旅行 、校外勤務、研修、 日

宿直、服務 、勤務条件 に関する ものが見 られ る。

本稿では、 この うち、職員の各個の勤務のあ り方に関する もの として比較的に近接 した

性格 を有す る服務 、勤務 時間 ・休 日等、宿 日直、出張 に関する規定の うちで主な もの8項

目について概要 を把握す る。

その前に「服務」や「勤務時 間」等の法的概念及び国の法律 によって これらに関 して定め ら

れている基本的事項 を整理 してお く。
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まず「服務」であるが、「服務」とは、「公務員その他 の組織 または団体に使用 される者が

その勤務 に服 するにつ いてのあ り方 ない しは被使用者 としての地位 に基づ くあ り方 をい

う。」(2)といわれる。

国の レベルでは、公立学校教職員の服務 に関する基本的事項 は、地方公務員法、教育公

務員特例法 、地方教育行政の組織及 び運営 に関す る法律によ り定め られている。すなわち、

服務の宣誓(地 公法31条)、 法令等及び職務命令に従 う義務(同32条)、 信用失墜行為の禁止

(同33条)、 職務上の秘密 を守 る義務(同34条)、 職務 に専念する義務(同35条)、 政治的行為

の制限(教 育基本法8条2項 、地公法36条 、教特法21条 の3)、 争議行為等 の禁止(地 公法

37条)、 営利企業等 の従事制 限(地 公法38条)、 教育に関す る兼業等の特例(教 特法21条) 、

教育公務員以外の者に対す る教特法の準用(同 法22条)、 市町村による県費負担教職員の服

務監督(地 教行法43条)、 県費負担教職員に対する地公法規定の読 み替え(地 教行法47条)等

である。

次 に 「勤務時間」 については、「狭義 には職員が上司の監督の下にその職務 に従事 する

ことを拘束 される時間 をい う。…(勤 務時間は、広義 には、狭義の勤務時間の他 に休 日 ・

休憩時間 ・休暇等 を含めた勤労条件の意味 に使 われることもある。)。」(3)といわれる。

本稿では、以下、狭義 の勤務時間のほか休 日、休憩時間、休暇等 を含めて「勤務時間等」

とい うことにす る。

次 に「休 日」及 び「休 暇」については、次 のように説 明されている。(4)

休 日:「 一般 には、業務 を行 わない 日をいうが、法令 によっては、次の ような各種 の用

例 がある。(1)ある種 の事業や一定の地域 において、一般的に業務の執行 を しない もの と慣

習上定 まっている日、すなわち、 日曜 日、祝祭 日等 をい う。…(2)国、地方公共団体等の一

般の機関が原則 として職務 の執行 をしない もの と定め られた 日をいう(国 民 の祝 日にかん

す る法律3)。 …(3)労働者が労働 を休 む日をい う。労働基準法35条 に規定する休 日は、こ

の意味で、(1)又は(2)の休 日が一般的に定 まっているのに反 し、個 々の労働者 につ きその労

働 を休 む もの と定め られた日をい う。」(以 下、「…」は引用者による原文引用の省略。)

休暇:「 一般 には、継続的な労働関係 において、労働 の義務 を一次的 に免除されている

期間をい う。/(1)民 間企業、公 共企業体等及び地方公営企業の労働者 にあ っては、労働

基準法 に定め られた もの と当事者において定め られた もの とがある。労働基準法において

は、年次有給休暇 と生理休暇 とが定め られている(同 法39・67)… 生理休暇の期間 を有給 と

するか無休 とす るかは、当事者の定めるところによる。就業規則 には、休暇に関する事項

を記載 しなければならない。(同 法89①1)。 …/(2>一 般の国家公務員(国 営企業 に勤務

す るものを除 く)につ いては、あ らか じめ機 関の長の承認 を経 て、勤務 時間中に勤務 しな

い期間をいい、すべて有給休暇であ る(人 事院規則15-6① ・⑤)。 …/(4)一 般職の地方

公務員(地 方公営企業に勤務す る職員を除 く。)については、労働基準法39条 および67条 が

21

N工 工一ElectrOnlcLlbrarySe-vlce



OtemaeUniverSity

都道府県立高等学校管理規則の検討(そ の1)

適用 された上、国お よび他の地方公共団体の職員 との問のつ り合いを失 しないように適当

な考慮 を払 って条例で定め られ る(地 方公務員法24④ ・⑥ ・58③)。」(以下、「/」で引用原

文中の改行 を示す。 なお、現行法では生理休暇 は労基法68条 に基 づ く。引用中67条 とある

のは原文のママ。)

なお、「休 暇」とい う言葉は使 われていないが、労基法第65条 に産前産後の就業制限(い

わゆる「産休」)があ り、概念的に休暇 に含 めることがで きよう。又、同法第67条 の「育児時

間」も休 暇に近接す る概念である。

勤務時間等 に関す る法律等に よる国の定め としては、まず、一般の労働者について は、

労働基準法(昭22法 律第49号)で 、次の ような原則が定め られている。「使用者 は、労働者 に、

休憩時間 を除 き一週間について四十時間 を超 えて、労働 させ てはな らない。」(第32条 ・見

出 し語 は「労働時間」)、「使用者 は、労働時間が六時間を超える場合 においては少な くとも

四十五分、八時間 を超える場合 において は少な くとも一時間の休憩時間を労働時間の途中

に与えなければな らない。/② 前項 の休憩時間は一せ いに与 えなければな らない。」(34

条)、 「使用者 は、労働者 に対 して、毎週少 な くとも一回の休 日を与 えなければならない。」

又、同法第39条 では、使用者は1年 間以上継続勤務 した労働者 に10日 か ら勤続年数 に応 じ

て加算 され少 な くとも20日 に及び得 る「年次有給休暇」(以下、年休 と略す〉を与 えなければ

ならない ことが定め られている。以上の原則 につ いては、週労働時間 を当分の問48時 間未

満で命令で定め るとす る旨の規定 を含め但 し書 きや例外規定があるが、基本的には地方公

務員 であ る学校の職員に も適用 される(労 基法8条 ・9条 、地公法58条3項)。

次 に、国家公務 員については、「一般職 の職員の給与等に関す る法律」(昭和25年 法律第

95号 、以下給与法 と略称)が その給与のほか、勤務時 間、休 日及び休暇 に関する事項 を定

めている。 同法に よれば、「職員の勤務 時間は、休憩時間 を除 き、1週 間 について40時 間

を下 らず48時 間 を越 えない範囲において、人事院規則で定める」(第14条 第1項)、 「職員は、

国民 の祝 日に関する法律 に規定す る休 日には、特 に勤務す ることを命ぜ られる者 を除 き、

正規 の勤務時間 において も勤務す ることを要 しない。12.月29日 か ら翌年 の1月3日 までの

日について も、同様 とする」(第ユ4条の2)、 「職員の休暇 は、年次休暇、病気休暇及 び特別

休暇 とす る」(第14条 の3第1項)、 等 とされている。給与法 に対 して、「国立及 び公立の義

務教育諸学校等の教育職員の給与に関す る特別措置法」(昭和46年 法律 第77号 、以下教職給

与特別法 と略称)に よ りその特例が定め られて いる。 ここでい う義務教育諸学校等には小

中盲聾養護学校のほか高等学校 と幼稚園が含 まれる。教職給与特別法は、国立義務教育諸

学校等教育職員については、一般 の公務員 とは異 な り時間外手当は支給せず、勤務時間中

の勤務 と時間外勤務 とを包括的 に評価する もの として俸給月額の百分 の四に相当す る額 の

教職調整額 を支給することとしている(第3条)。 そ して国立の教育職員 に時間外勤務 を命

ず ることがで きる場合 は文部大臣が人事院 と協議 して定める場合 に限るとし(第7条)、 こ
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れ を受 けて「教育職員に対 し時間外勤務 を命ず る場合に関す る規程」(昭和46年 文部省訓令

第28号)で 、時間外勤務 を命ず ることがで きる業務 と して① 生徒 の実習に関す る業務、②

学校行事に関す る業務、③学隼の教育実習の指導 に関す る業務、④教職員会議 に関する業
＼

務、⑤非常災害等や むを得 ない場合 に必要な業務 の五つが挙げられている(第4条)。

公立の義務教育諸学校等教育職員 に関 しては、教職給与特別法は、国立 の教育職員の給

与 に関す る事項 を基準 とすること(第8条 〉、時間外勤務 については国立 の教育職員につい

て定め られた例 を基準 として条例で定め る場合に限ること(第11条)等 と定めている。又、

地方公務員法 は、「職員の給与 、勤務時間その他 の勤務条件 は、条例で定め る。」(第26条 第

6項)、 「人事委員会叉は公平委員会は、法律叉は条例 に基づ きその権 限に属せ しめ られた

事項 に関 し、人事委員会規則叉は公平 委員会規則 を制定することがで きる。」(第8条 第4

項〉と定めている。

勤務条件 についての規定 は見方 を変 えれば職員 の服務 に関する規定 と見 られる ものが多

く、服務 と勤務時間等 は一体 として検討することが適切 と考 えられる。

二 学校管理規則 その他の規程等 における服務 ・勤務時間等 に関する規定の状況

以下、前稿 と同 じ都道府県立高等学校等管理規則等(稿 末の付表)の 規定 について検討 を

進める。なお本稿で は、県立高校等管理規則 とその条項 については紛 らわ しくない場合「福

島の規則」さらに「愛媛」のようにあるいは「東京 第3条 」の ように略記す ることとす る。

←)学 校管理規則 における服務、勤務時間等 に関する規定 の全体概況

後掲の表1(28・29頁)、 表2(36・37頁)は 、各県立高校等管理規則 にお ける服務、勤務

時間等、宿 日直勤務、出張等(以 下、服務 ・勤務条件等 とい う。)に関す る規定 の状況 を示

した ものである。各規則 における各事項の規定の存在状況は非常 にまちまちであ る。端的

な例 として東京 の規則 には「服務」についての直接的明示的な規定 は見 られ ない(こ こで対

象 とす る服務規定 としては、具体的な服務規律 に関 して定めるものを指す こととする。例

えば東京第2条 は、「校 長及 び教 員は、 この規則及び他の法令 の定め るところに従 い、適

正 にして円滑 な学校の管理運営 に務めなければな らない。」と規定 しているが、この ように

全 く一般的な管理原則 に類す るものは総則事項 として別 に検討すべ きであろう。)。全体 と

して学校管理規則 によって職員の服務 に関す る基本的事項が定め られている とは言い難

い。翻 って地教行法第33条 の規定 を見 ると、「教育委員会 は、…その所管 に属す る学校そ

の他の教育機関の施設、設備、組織編制、教育課程、教材の取扱その他 の教育機関の管理

運営の基本的事項 について、必要 な教育委員会規則 を定 めるもの とす る。」とされてお り、

23

N工 工一ElectrOnlcLlbrarySe-vlce



OtemaeUniverSity

都道府県立高等学校管理規則の検討(そ の1)

ここには職 員の服務、勤務条件は対象事項 として直接 には挙げ られていない。服務 ・勤務

条件 を含めて職員 に関する事項は、学校 の「組織編制」事項の一環 として位置つ く限 りで学

校管理規則 における規定の対象 とされているともみ られる。文部省 による学校管理規則制

定促 進の際モデルとされた、市 町村立学校の管理規則についての都道府県教育委員会教育

長協議会案(昭 和31年8月10日)及 び同協議会が示 した 「県立高等学校管理 に関す る規則

(案)」(同 年9月1日 。以下、前稿 と同様、「教育長協議案」でこの後者 を指す こととす る。)

において も、服務及び勤務条件 に関連す る規定は、校長 ・職員の休暇、出張、 日宿直の各

事項 に関す る3ヶ 条のみであ った。又、当時における文部省の説 明にも次の ようにあ った。

学校管理規則の規定の対象 となる事項 は広範囲に及んでいるので、その中のある面

については、他の条例規則等で規定 されている場合 も少 な くないであろう。そこで、

他の規則で規定 されている事項を、重複 して規定す ることを避 けて、学校管理規則 の

中では これ これの事項につ いては、○○ に関す る規則に準拠 して処理すべ き旨を明 ら

かにすれば足 りるで あろ う。… また、場合 によって は、次に規定す る事項 との関係 か

ら法令 、他の規則 に規定 してある事項 を重 ねて規定 しなければな らない ときもあ るで

あろ う。…学校の管理運営にあたるかたがたにで きるだけ分か りやす く、親切 に書 か

なければな らないことを忘れてはな らない。㈲

なお、当時、日本教職員組合 は学校管理規則の制定その ものを全面否定するのではなかっ

たが、その具体的 な制定の動向 に対 しては「教育の独立性、す なわち自主的教育 を根本 か

ら変革 して、教育 を中央統制化せん とする布石以外 の何 もので もない」とし、① 「学校 を管

理す る責任 は教育委員会にある」、② 地教行法第33条 第1項 での管理規則 制定 の主 旨は、

教育委員会が教育 を進展 させ るために学校 を管理運営するためである、③ 同項 には 「「基

本的事項 について』『必要 な規則』を設 ける もの とあ り、細 かい学校運営 につ いて定め をす

る主 旨ではない」、の3点 を基本的態度 として闘争 をすすめた。その際、「職員の服務」につ

いては「服務 は地公法及び条例で定め られた勤務条件 によるべ きものである」、「勤務時 間、

休憩時間、休暇等」につ いては「地公法に基 き条例で定めるべ き事項である」、宿 日直につい

ては「職員には義務がない。別に警備員 をお く規定 を設けるべ きである」と反対 した。(6)

(二)服 務規程その他 の規程による服務 ・勤務時間等の規定状況

教育委員会は、通常、教職員の服務 に関 して、学校管理規則以外 のい くつかの規程 を定

めている。又、職員の勤務条件 を定める条例並びに人事委員会又は公平委員会の規則 ・規

程の多 くは、同時に職員の服務規程 としての意味を もっている。そこで、学校職員の服務

及 び勤務時間等 に関 して、学校管理規則以外 に地方公共団体 において具体的に どの ような

規程が定め られているか、その状況の一端 を東京、大阪、兵庫、宮城、千葉、鹿児島の6
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都府県 を例 にみると、次のように区分 し得 る事項 に関す る諸規程がみ られ る。の

①服務の宣誓

②職務専念義務免除の特例

③職員の勤務時間 ・休 日 ・休暇等

④職員団体のための職員の行為 の制限に対す る特例

⑤職員の営利企業等への従事制限

⑥出勤簿、欠勤 ・早退の届 など出退勤 に関す るもの

⑦学校警備員 ・巡視 など教員以外の特定の職種の学校職員の服務 にかんす る規程

⑧上記の①か ら⑦の事項以外の、あるいはその一部 をも含 めて、服務事項 を多少 とも

総括的に規定 している規程(狭 義の「服務規程」)

このうち、①服務 の宣誓、②職務専念義務免除の特例、③職員 の給与、勤務時間その他

の勤務条件 については、それぞれ、地公法 の第31条 、第35条 、第24条 第6項 によ り、法律

に基づ く以外は、地方公共団体 において条例で定めなければならないこ ととされている。

このうち特に③の給与 、勤務時間その他 の勤務条件等に関する条例 については、その特

例 として県費負担教職員について は、地教行法第42条 によ り都道府県の条例 で定めること

とされている。これ らの地公法24条 及び地教行法42条 に基づ く条例(以 下、勤務条例 と略称)

とその実施規程については、 どこまでを条例で定め、 どこからを実施規程 としての人事委

員会規則 、教育委員会規則、その他 の規程 あるいは訓令に よるとす るか、県立学校教職員

と県費負担教職員 とについて区分 した規程 を設けるか ・一本の規程で定め るか、給与 と勤

務時間等 のその他の勤務条件 とを別個の規程で定め るか一つの規程で定め るか、諸種の対

象職員 ・勤務条件の うち何 をとりだ して別個の規程 を置 くか置かないか、等によ り多岐多

様にわたっている。 この うち特 に公立義務教育諸学校等の教育職員の時 間外勤務につ いて

は、既述のように教職給与特別法 により条例で定 める業務に限 り時間外勤務 を命ずること

がで きるとされてお り、この業務 を定める条例 として都 道府県の大半 においては、「義務

教育諸学校等の教育職員の給与等 に関する特別措置 に関する条例」とい う名称乃至類似の

名称の条例 を定めているが(宮 城、新潟、千葉、東京 、熊本、鹿児島等)、 時間外勤務 を命

じ得 る具体 的な場合 を教育委員会規則 で定めている例 も見 られる(大 阪府 「府立の高等専 門

学校、高等学校等の職員の勤務時間、休 日、休暇等 に関す る規則」第4条 の2、 同「府費負

担教職員の勤務時間、休 日、休暇等に関す る規則」第2条 、兵庫県「義務教育諸学校等の職

員に対 し時間外勤務 を命ずる場合 を定める規則」等)。

④の職員団体のための職員の行為の制限の特例 については、地公法第55条 の2第6項 は、

「職員は、条例で定め る場合を除 き、給与 を受 けなが ら、職員団体のためその業務 を行い、

又 は活動 をしてはな らない。」と規定 してお り、昭和41年 、 自治省が各都道府県知事宛行政

局長通知(自 治公第48号)に よ り「職員団体 のための職 員の行為 の制限の特例 に関する条例
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(案)」を示 したので、各都道府県市町村 とも共通 にこの種 の条例 を定めていると見 られる。

⑤職員の営利企業等へ の従事制限については、地公法第38条 第2項 において、人事委員

会は職員の営利企業等へ の従事 を任命権者が認める場合 の基準 を人事委員会の規則 によっ

て定 めることがで きると規定 してお り、各都道府県 ともこれによっていると見 られる。

⑥、⑦ 、⑧の種類の規程 については、その存否 と種類 は都府県によって異 なっている。

⑥ の例 として は「東京都公立学校職員出勤簿整理規程」(昭36都 教委訓令 甲第9号)、 「学校

職員の出退勤処理 に関す る事務取扱規程」(昭59東京都教委訓令第9号)、 「県立学校職員出

勤簿取扱規程」(昭39兵 庫県教育長訓令甲第4号)、 ⑦の例 としては「巡視の勤務時間等 に関

す る規定」(昭44宮 城県教委訓令甲第2号)、 「県立学校警備員勤務規程」(昭42千 葉県教委教

育庁訓令第1号)等 がある。

次に、上に例 にとった6都 府 県の以上 のような規程の うち、⑧ に分類 され得る狭義 の職

員服務規程 を有す る4都 府県の規程の名称 と内容項 目を挙げる と、次の ようである。

東京都職 員服務規程(公 布:昭47都 訓令第122号 。昭59都 訓令50号 改正時点)

趣 旨 服務の原則 履歴事項の届 職員証 着任 の時期 出勤簿 年次休暇等 の請

求等 執務上の心得 出張 退庁時の措置 勤務 を要 しない 日等の登退庁 欠勤の

届 私事旅行等の届出 事務引継 ぎ 退職 事故報告 非常 の場合の措置 この規

定に関 し必要 な措置

大阪府公立学校職員就業規則(公 布:昭25府 教委規則第9号 。昭55年3月 時点)

第一章 総則(項 目省略)

第二章 就業時間、休憩 、休 日及 び休暇

就業時 間 始業及び就業 の時刻 休憩時間 休 日 生理休暇 特別休暇 休業

日 育児時間 日直 宿直 特殊勤務者

第三章 服務

欠勤 早退外出 休暇の届出 服忌の届出 履歴書の提出及び身上異動届 出

張中その期 間の延長 道府県職員服務規律

第四章 給与(以 下の章、項 目省略)

第五章 休職及び退職

第六章 保健衛生

第七章 災害補償

第八章 表彰 及び懲戒

兵庫県)県 立学校教職員の服務 に関する規程(公 布1昭39兵 庫県教育長訓令甲第3号 。

昭57教 育長訓令第2号 改正時点)

趣旨 服務 の原則 服務の宣誓 職員証 出勤簿 休暇及び欠勤等 出産 にともな

う特別休暇 執務 退出時の措置 出張 研修 日宿直勤務 職務 に専念する義務
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の免除 営利企業等の従事 赴任等 履歴書等 住所届 事務引継 ぎ等 重要文書

等 の扱 い 非常の際の措置 書類の経由 読替 え 特例 補則

千葉県)県 立学校職員服務規程(公 布:昭39県 教委訓令第4号 。昭60県 教委訓令第7号

改正時点)

趣旨 服務の原則 身分証明書 赴任 居住所 出勤 勤務 中の離席 時間外勤務

命令 出張命令 研修 休暇 専従許可 育児休業 病状報告 診 断書の提出 復

帰及び復職 事務引継 兼職及び兼業 受験 職務専念義務 の免除 履歴事項の変

更 退職 補則

以上によ り、各県等の学校管理規則 における服務に関する規定 は当該団体がその所管す

る学校教職員の服務 について定めている規定の全 く一部であることが明 らかである。 した

が って、公立学校職員の服務 ・勤務時間等の規定の検討 において、学校管理規則の規定だ

けの検討は決定的な意味 をもつ ものではない。本稿における検討 は、学校管理規則 には学

校管理上最 も基本的な事項が規定 されることとされているので各県等 における学校職員の

服務 ・勤務時間等の規定の全面的な検討の有力 な端緒 となるというと位置づ けの下 に進 め

るものである。

(∋ 各事項に関する規定の整理 ・比較

(1)「 服 務 に関 して は別 に定 め る」等 の規 定

表1の 縦欄(1)で「服務 に関 して別に定 める等 の規定」と したのは、例 えば、「職員の服務

に関す る事項 について は、この規則 に定める もののほか、教育委員会が別 に定 める。」(千

葉65条1項)の ように、職員の服務 に関 しては別に定める、 との主旨の規定 を指 している。

この ような規定を有する規則 においてそれが第何条で規定 されているか を「規定条項」の

欄 に示 した。 この服務 に関 して「別に定める」とす る場合 は、更に、職員の服務 に関す る事

項 について、①「教育委員会が、別に定める」(奈良)、「別 に教育委員会規則で定め る」(埼玉)

の例 ようにその制定主体 を教育委員会 としてい るもの、② 「教育長が定 める」(神奈川)の よ

うに教育長 としているもの、③ 主体 を明記せず単に「別に定める」としている もの(茨 木、

栃 木など)に 分 けることがで きる。最後 の場合、学校管理規則 の制定 は教育委員会である

か ら特別の規定のない限 り論理的には 「別に定 める」権限は教育委員会に残 されている。

尤 も、服務等 につ いて取 り立 ててではな くて も「この教育委員会規則 の施行 に関 し必要

な事項 は、教育長が定め る。」(北海道第45条)と い う例のように、学校管理規則の諸規定一

般 の施行規程等の制定 を教育長に委任 している場合 もある。 この場合 には、管理規則の施

行細則であ る限 りで教育長が服務規程等 を定めることがで きることとなる。そこで参考の
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(表1続 き)

(3>休暇 ・欠勤(続 き) (4職務専念義務免除

年次有給休暇 特
「欠勤」

職梅 校教1条め1

校けゆ 日以上1

霧 繕 … 年休
届理 手続1

校変1正阻;一教

長更1営害1斉委
の特ll休 の

時証 運特1暇指

季 漕 譲 は示

別 そ

の の

休 他

暇

議
雇 の1

躯

:

員長1長育1例に1そ

のがゆ 長漉 よ1
の

職承職 が 定る1

免認1免承1の 他

は1は 認 定

都道

府県 番号
34①;校 長の禾以上は教長に届 ① 35代 日休36組 合休は校長承認 38②138②138①138② 詳 しい 北 海101

21③1校 の二以上は教長に届 21④1 21の2①精神症の特休は校が教長に届②療養休暇も同じ 22締 長齢 譲 青森102

23③1 ②
し

岩手103

29④1 ③三以上の選手役員、海外、校の五は校を経て委の承認 秋田季1②ミ十教宥長に報告 宮 城104

30② ② 但し校長の五は教育長

28校 長が「承認」1

③1③'

ゆ

④療休⑤看護休⑥看終は教長の承認
■7ワ・「舳7響璽■

福島25療休 は校長の承認

32簿 で校に校は教長に 31①131① 季f日 ミ31①予 申請書
,,璽 ・●,◆

秋 田105
■,●■・,■,○ 噸●r

山形106

23②@教 育長に届 ②通鰭 に謁 ③七以上の悪阻出産休は要証 28職員は校、校は教長に 27①127①ll27① 書 による 福 島107

1七以上の年休の変更は教育長に届→ ① 26②無休の特休は校が教長に届 *福 島年休時季変更校 福島勿②一討き魔 教育長に報告 茨城108

茨城③校の四日以上変更、四療 *福 島25療養休 は教長の認 長が変更書を示 栃木109

港 休、四特休は教長が行

11の31111の3委 員会が与える

う
・… く・… ・・… ・'・・・・… …:

llの31

●●齢,■,し,,,●,,■,

11① 但書 、11の2

・・{・… ・
群 馬110

埼 玉111

60②教委承認の場合 千 葉112

東 京113

神 奈川114

鐙①校長が承認,,.三Q委塁会だ 「承認」 .1…. ・・{… 噂
新潟115

富 山116

石川117

3 校長が教委に毎月職員の休暇出張等状況を報告 福 井118

山梨ll9

長野120
■の●,●o●

28①ll28③ 四以上は予め委に届 28①1①"　 '

7●●・・■●97響

128②十以上も予め委の指示受ける

・ζ… ・・

岐阜121

16②校長の四休は教委の承認 静岡122

17①ll② 三以上は委が受理 愛知123
6

③予め校長に届④二+以 三重124

,,●,7▼7

,●●o●

≡上は校長は委に報告
..∴.... …♪__{・_ 滋賀125

三重④二十は委員会に報告 京都126

大 阪127

兵庫128

≡ 奈 良129

和歌 山130
…:・… … … ウ… ・ ,,○ ●.,.●

41①但十四1:予噂委員会の指示 鳥 取131

島根132

,111③ 11②llll②1 岡 山133

広 島134

山 口135
゜°℃h°'° ■..,,.■9

_淋 は校が教育長に届

一`… ・・ ・ ・・…

徳 島136

19③ll 1③ ゆ ② 一月以上の病気、研修、分娩

'° ●隔.° ・・

_4長 に 19醜 ①;19碑 ① 香 川137

26①葬休 も「承認」 126④ ②産休は証明書③病 ・他 25②七以上書により教 ①香加9の津②教育長に届等の場合 愛媛138

ミ 12(② 21校長は教委に報 高 知139

⑫委員会鰯 け出
..° 一'6い ・・{・… … ・

福 岡140

佐 賀141

:
≡ 長 崎142

■

21の字但、委員会φ承認の場合 熊 本143

④1⑤ 一月以上1校五以上は書で委に届 ④ 24②但 し結核、一月以上は別 大分144

①予あ処理簿による証をえぬ場合理由等の承認 宮 崎145
・・÷ … ・ ,●●○■,・・陰 ゜'`''''"° 層,°陰"

_1が 承認 鹿児 島146
●

32132但 校長七は委員会 沖縄147

141
聖1

10145 gl!5! 集計
! ll

教育長案
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ため、(O)欄 に、学校管理規則の全般的な施行規程に関す る規定のある場合その条項の条

番号 をまず記 し、次いでとその施行規程 を定めることとされている主体 の別 を、教育委員

会 を「委」、教育長を「長」、校長 を「校 」、単 に「別に定める」を「別」、規定がない場合 を「一」

で示 した。

各学校の個 別性や自治に教育的意義 を認めれば、学校 における職員の服務 ・勤務時間等

は、学校の管理上基本的な事項であ って条例 や人事委員会規則 による地方公務員一般の規

定 とは異なる学校職員に固有の性格 を反映 した規定が これ も学校の 自治 ・教育の地方 自治

を反映 して教育委 員会規則 によって定め られることは一般論 としては否定 し難いと考 えら

れる。その場合、服務規程の制定は、で きるだけ基本的なものに限 られるべ きであるだけ

に、原則 的にはその制定 は教育委員会 に留保 されるべ きことは当然である。各教育委員会

とも「教育委員会事務委任規則」等 の名称 の教育委員会規則等 によりその権限を大幅 に教育

長に委任す ることを定めている現状及 び服務に関 して とは別 に学校管理規則 の施行細則 の

制定 を多 くの場合教育長に委任する規定 を学校管理規則においてい る現状 では当面の実態

上 は大同小異 とはいえ、服務規程の制定 をほ とんど包括 的に教育長に委任 して しまってい

る神奈川、京都、鳥取の例 は原理的に問題であろう。鹿児島の場合は管理規則の服務に関

す る規定がかな りあ り、その内容の検討 とともに、如何 なる事項 を基本的 として管理規則

で規定すべ きか とい う問題が別の課題 として考え られる。

12)勤 務時 間

【勤務時間の割振 り】 学校管理規則 にみられる広 く勤務時間に関す る規定 に含められ

るものの うちでで比較的多 く見 られるのは、勤務時間の割振 り等 、時問外勤務等及び休暇

の承認等の処理に関する ものである。

まず、「勤務時間の割振 り」及 びこれ と関連する「勤務 を要 しない日」の意味であるが、次

の ように説明 されている。

「公立学校 の教職員の勤務時 間について の各都道府県の条例 は
、通常、1週 間の勤務時

間や休憩時間などについての大枠 を定めているのみであ り、個 々の教職員が具体 的に何時

か ら何時 まで勤務すべ きかを決定す る必要がある。 これを 『勤務時間の割振 り』 とい う。

/勤 務時間の割振 り…によ り定め られた時間内において、職務命令 に従 う義務 や職務専

念義務が発生す る。…時間外勤務命令が職務命令の一種であるのに対 し、割振 り自体 は職

務命令ではな く、これ らの義務の履行 を要求する勤務条件 の具体 的な決定 といえる。」`8>

勤務 を要 しない 日:「 使用者は、労働者 に対 して、毎週少 な くとも1回 の休 日を与 えな

ければな らないこ ととされている(労 基法35条1項)。 この規定でいう『休 日』のことを、各

地方公共団体の条例、規則 は『勤務 を要 しない 日』と定めている。勤務 を要 しない 日とは、
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勤務時間が割 り振 られていない 日すなわち給与支給の対象 とな らない 日の ことである。/

勤務 を要 しない 日は、1週 間に1回 与えなければな らないが、必ず 日曜 日でなければな ら

ないということではない。各地方公共団体の条例、規則 は、原則 として 日曜 日を勤務 を要

しない 日と定めているが、学校運営上必要がある場合等 には他 の曜 日に振 り替えることが

で きるとされている。/な お、条例、規則で定め られている休 日とは、『国民の祝 日』

のことで、勤務時間が割 り振 られているが、特別の命令がない限 り勤務が免除 される日で

あって、労基法上の休 日(勤 務 を要 しない 日)と は異 なる。」(9)

管理規則にみ られる「勤務 を要 しない 日の指定」「勤務 を要 しない時間の指定」も勤務時間

の割振 りの一・形態 とい うことになる。

規定例:埼 玉「(勤務時間の割振 り)/第 十条 職員の勤務 を要 しない 日及 び勤務 時間

の割振 りは、学校運営の必要 に応 じて校長が定め る。/2学 校職員の勤務時間、休 日、

休 暇等 に関す る条例(昭 和三十一年埼玉県条例第三十九号。以下「条例」とい う。)第三条 第

三項本文の規定に基づ く勤務 を要 しない 日の振替え及び同項ただ し書 きの規定に基づ く半

日勤務時間の割振 り変更 は、校長が行 う。」

第2項 は後述する時間外勤務 にかかわる。

勤務時 間の割振 りにつ いては、学校管理規則で は、「勤務時間の割振 り」を行 うとの文言

のほか、勤務時間、休憩時間及 び休息時間等 を「定め る」、「指定する」等の文言の場合 もあ

る。又、高知及び熊本の場合、職員の勤務時間を校長の専決事項 とす る規定 を定めている。

愛媛の場合 は、校長の割振 り決定にあた って教育長の承認 を要件す るこ と、割振 り決定を

職員 に周知 させ ることの2点 がつけ加え られているほか、別に「教職員は、休 日、勤務 を要

しない 日及 び勤務 を要 しない時間 を除 き、授業 を行わない 日にも勤務すべ きもの とす る。」

(第21条)と の規定 をおいている。

勤務時間の割振 りについて規定 をもつ規則はいずれ もその決定主体 を校長 としている。

岐阜 の場合 は「勤務 を要 しない時間は、校長が指定す る」(28条の3)と い う文言 をとってい

る。福島は、時間の割振 りを管理規則で定 めて例外的な場合のみ校長が定め得 ると してい

る。

勤務時間の割振 りについての規定 をおかない規則の場合、勤務条件 につ いての条例又 は

その施行規程 としての教育委員会規則その他の規程が、校長が学校職員の勤務時 間の割振

りを行 うことがで きる旨を定めている例 と、割振 りを教育委員会が行 うと定め、この権限

を校長 に委任する等の旨の規定が少な くとも手持ちの規程集等 による限 りでは確認で きな

かった例 とがあ る。前者 として千葉 ・新潟 ・長野 ・鹿児島の各県、後者 として東京都 ・大

阪府 ・兵庫県がある。後者 の場合 も大阪の ように割振 りの変更権 を校長 に与 えている(府

教委規則昭和41年 第2条 第2項)場 合がある。

勤務時間等 については、 このほか次 に述べ る時 間外勤務等以外 に、「勤務時聞等 につい
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ては条例の定める ところに よる」旨の規 定を確認的に置 いている例 、例外 的に福島、徳島

のように管理規則 自体で時間配分について定めている例 があ る。

又、宮城28条3項 と秋田26条 は、教職員の週休二 日制に係 る勤務時間の指定 ・変更 を校

長が行 う旨の規定 をおいてい る。

【時間外勤務1時 間外勤務 とは、本来、条例等 に原則 として定め られた正規の勤務時

間以外の勤務 をい う。前述 のように教職給与特別法の規定を受けて各都道府県 において「義

務教育諸学校等 の教育職員の給与等 に関す る特別措置 に関す る条例」等が制定 されている

が、そ こで例えば次の ように定義 されている。

「時間外勤務(学 校職員の勤務時 間
、休 日、休 暇等 に関する条例(昭 和38年 東京都条例

第84号)第16条 に規定す る正規の勤務時間 を越 える勤務、勤務 を要 しない 日における

勤務及び休 日における勤務 をい う。…〉」(昭和47年 東京都条例 第12号 第6条 、抄)

次に、例外的に時間外勤務 を命 じ得 る具体的な場合 としては、いずれの条例等 も等 しく、

①生徒の実習 に関す る業務、②学校行事 に関す る業務、③教職員会議 に関す る業務 、④非

常 災害等やむを得 ない場合 に必要な業務、の4つ の場合 を定めている。 これは前述 の国立

学校 の時間外勤務 の五つの場合か ら学生の教育実習の指導に関する業務 を除いたものであ

るQ

勤務時 間の割振 りやその一一部 をなす勤務 を要 しない 日乃至時間の指定 は条例その他の規

程で定め られた正規の勤務時間内での勤務時間の具体的 な決定であ る。 これに対 して、正

規 の勤務時間の枠 を越えた変更 によって生ず る、勤務 を要 しない 日乃至勤務 を要 しない時

間における勤務 は「時間外勤務」である。又、勤務時間の割振 り変更 も、これを校長が行い、

勤務時間の割振 り自体 は教育委員会が行 う場合 は、その意味合 いはむ しろ時間外勤務等 に

近 い。

先 に例示 した埼玉第10条 の第2項 に見 られる勤務 を要 しない 日の振替え及 び勤務時間の

割振 り変更 も時 間外 勤務 の例 に属す る。 このほか愛媛県及 び次 に示す宮城県の場合 は「時

間外勤務」の語 は用いていないが、校長が時間外勤務を命ずることがで きる旨定めている。

宮城 「第二十八条(第1項 略)/2職 員の勤務 を要 しない 日の指定及 び勤務時間の

割振 り並 びに勤務 を要 しない日の振替え及び半 日勤務時間の割振 り変更は、校長が行

う。/3学 校職員の勤務時間に関する条例 附則第二項か ら第四項 までの規定に基づ

く職員の勤務 を要 しない時間の指定及びその変更は、校長が行 う。/4校 長は、特

別な事情がある場合 には、 日曜 日を勤務 を要す る日とし、 日曜 日以外の 日を勤務 を要

しない 日とす る事がで きる。」

北海、青森、秋 田、福島、滋賀、徳島、香川 に「時間外勤務」の語を用いた規定が見 られ、

いずれ も具体的 には校長がそれ を命ずることがで きるとしている。

勤務時間の割振 り変更等 は一定期間の総労働時問数 を正規の時間数の枠 におさめて過重
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な勤務 を避 けるための措置である点で、ある期間において代替措置 を とることな く所定 の

勤務時間数を越 えての勤務(す なわち、いわゆる超過勤務)を 命ず る場合 とは区別 される。

勤務時間の割振 り変更 による休 日勤務等 の代替措置つ いては勤務時間等 に関す る条例で

定め られているのが通例であ るが、愛媛県の場合 は例外的に県立学校管理規則で、「校長は、

休 日に教育職員を勤務 させた場合 には、勤務 させ た正規の勤務時間に相 当する時間の有給

休暇 を当該 日か ら起算 して七 日を越えない 日において与 えなければならない」と規定 して

いる(第25条 の2)。 なお、同規則が原則 として教育職員 には時間外勤務 を命 じない旨定め

ている(第21条 の3)点 も学校 管理規則の規定 としては例外的である。

「時間外勤務」は
、学校管理規則 では、次の ように、いわゆる超過勤務 の意味で狭義 に使

われている場合 もある。

北海道「第三十二条 職員 の時間外勤務、勤務 を要 しない 日、休 日又は休暇 日におけ

る勤務 は、校長が命ず る。」

他 にも、青森、秋田では「時間外勤務」の語 を「休 日勤務」と並列 して、福 島、徳 島では「勤

務 を要 しない 日」の勤務 と並列 して用 いている。

学校管理規則に時間外勤務 に関する規定 をおかない都府県の場合、長野県では「職員の

勤務時間及 び休 暇等 に関する条例」(昭和27年 条例第9号)で 「任命権者」が時間外勤務 を命

じ得 ることを定め(第6条)、 これを受 けた「学校職員の勤務時間に関す る規程」(昭和46年

長野県教育委員会訓令第7号)第5条 で校長の勤務時間の割振 り変更権限 を定めている、

東京都では「学校教職員の勤務 時間、休 日、休暇 に関する条例」第16条 で「超過勤務及び休

日勤務等」を命ず る権限の主体 を教育委員会 としている等の例がある。

時間外勤務 を命ず る主体 についての規定がない場合、論理的には服務監督権者がその主

体 ということになるが、学校の業務の実態か らすると実質的には校長の決定 を抜 きに した

時間外勤務命令は教育的意義 を欠 くであろう。

(3>休 暇 ・欠勤 等

「休暇」は
、継続的な労働 関係 において労働義務 を一時的に免除 されているものであるが、

これと関連す るもの として「欠勤」があ る。これにつ いて、「職員が勤務 を要す る 日あるい

は時間に勤務 を しないことを、広義 には欠勤 と呼ぶ場合がある」といわる(1°〉。休暇 は、広

義 の欠勤の うち労働(勤 務)を しない ことの正 当性 が認 め られてい る もの とい うことにな

る。

しか し公立学校教職員の出勤簿整理規程等 において、「欠勤」は、次例の ように、年休 や

その他の認 められた休暇、職務専念義務の免 除等 と区別 して、「勤務す るべ きで あるにも

拘 わ らず正 当 と認め られている理由な く勤務 をしない こと」の意味で使 われているこ とが
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多い。

「欠勤:勤 務 を しないことにつ いての承認 を受けないで勤務 を しなかった期 間にかか

る場合(年 休 で処理 され る場合以外の遅刻、早退 を含 む。)」(宮城県 「出勤簿取扱要領」

昭和41年 学第703号 教 育長)

さて、休暇 に関する教育長協議会案の規定は、次のようであ る。

「(校長、職員の休暇)/第28条 職員の休暇 は校 長が承認 す る。ただ し、五 日以上

にわたる場合及び多数の職員にい っせ いに休暇 を与 える場合 は、あらか じめ教育委員

会の指示 を得 なければな らない。」

休暇の うち年次有給休暇は労基法第39条 に根拠 をお き、その請求は個別の年休 の時季指

定権 を意味 し、使用者が時季変更権 を行使 しない限 り、労働者の請求によ り年休が成立す

る(昭 和48年3.月2日 最高裁判決)と いう点で他 の休 暇 よ りもその権利保 障の度合 いが高

い。学校管理 規則 において も、 しば しば他の諸休暇 と区別 して規定 されている。

愛知県学 「第十七条 職員の年次休暇の届出の受理又 は年次休暇以外 の休暇の承認 は、

校長が これを行 う。/2前 項の規定 にかかわ らず、校長 の三 日以上 にわたる年次休

暇の届幽の受理又 は年次休暇以外 の休 暇の承認 は、教育委員会がこれを行 う。」

学校管理規則 における休暇 に関する規定では、一般職員の年次休暇の届 出の受理 とその

他の諸休 暇の承認は校長が行 うこ ととし、校長の一定 日数以上 のこれらの休暇の届出の受

理 ・承認は「教育委員会」(「教育長」は少数)が 行 うとされているのが基本的 となっている。

例 えば、休暇 につ いて規定 をもつ北海道、宮城 、茨城 、埼玉、千葉、愛知、愛媛、福岡

では校 長以外 の職員 の年休届出の受理 ・休暇 の承認 は校長が行 うとしている。この うち宮

城では年休届の受理 につ いての明示の規定がない、,なお、千葉、愛媛、鹿児島、沖縄 にお

いて、年次有給休暇の語 を挙げて(愛 媛〉、あるいは年次有給休暇を含めた休暇について(そ

の他の場合)、 校長の「承認」又 は「許可」を受 けなければな らない と定めているが、時季変

更 をしない限 り年休が「届出」に より成立す る点 を正 しく認めていないもの といえる。

校長の一定 日数以上の年休届の受理 ・その他の休暇の承認 とその主体については例 えば

次の ように特別の規定のある場合がある。北海道:引 き続 き6日 以上 ・教育長(以 下、「引

き続 き」を省略)、 千葉:5日 以上 ・教育委 員会、愛知:3日 以上 ・教育委 員会、福岡:日

数の規定無 し ・教育委 員会。

請求 された年休が「公務の正常な運営 を妨げる場合」等 における年休の時季変更 につ いて

は、例 えば、北海道、宮城、埼玉は校長が行 う、茨城は通常 は校長が行 う、但 し7日 以上

にわたる年休の時季変更 については校 長は教育長 に届け出る と規定 してお り、千葉、愛媛、

福岡、鹿児 島などには明文の規定はない。

なお、これに関連 して、岐阜、岡山、香川 、愛媛、高知では教育長協議会案 に倣 って「い っ

せ い休暇闘争」への対応 として、多数の職 員にいっせ い又 は一時 に休暇 を与 える場合 にあ
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らか じめ教育委員会又は教育長の指示 を受 けること等 を定めている。

以上のほか、休暇乃至欠勤 については各県等 の勤務条例等の定める ところにより多種多

様 となっている。例 えば、比較的多い「有給休暇」(北海道、宮城、愛媛)「特別休暇」(宮城、

茨城、千葉)の ほか にも、「代 日休暇」「組合休暇」「有給欠勤」(北海道)、 「療養休暇」(茨城)、

「病気休暇」(千葉)
、「欠勤」「忌引」「父母の祭 日休暇」「産前産後の休暇」(愛媛)等 、各種 の休

暇 ・欠勤の規定がある。 これらについて も校長が承認することがベースとなってお り、そ

れ らのあるもの を特定 して、 日数の限定無 しに又は一定 日数以上の場合に限 って、教育委

員会乃至教育長の承認 を要す るな どの規定があ る。

(4)職 務専念義務免除

地公法第35条 によ り、法律又は条例 に特別の定めがある場合 を除 くほか地方公務員 は職

務 に専念 しなければならないと定め られている。 この職務 に専念す る義務 の免除(以 下、

職免 とい う。)について、法律 の定める場合 としては、休職(地 公法28条 ②)、停職(同29条 ①)、

営利企業等の従事(同38条 ①)、 教育公務員の教育 に関す る兼職等(教 特法第21条 ①)、 災害

救助への従事 ・協力(災 害救助法24条 ・25条、災害対策基本法71条)等 があ る。

職免 に関す る条例 については、一つ は、大方 の地方公共団体 とも自治庁が示 した準則(昭

和26年 通知地 自乙第3号)に 従 い、「職務 に専念す る義務 の特例 に関する条例」等の名称 の

条例 を定め、これ によ り職員が「あ らか じめ任命権者又はその委任 を受 けた者 の承認 を得

て、職務 に専念す る義務 を免 除されるこ とがで きる」場合 として、ほぼ共通に次の三つが

定め られている。①研修 を受ける場合、②厚生 に関す る計画の実施に参加する場合、③ そ

のほか人事委員会が定める場合。又、 この条例 とは別 にもう一つ、既述の ように各団体に

おいて「職員団体 のための職員の行為 の制限の特例 に関す る条例」等の名称の条例 によっ

て、地公法第55条 の2第6項 における職員団体 のための職員の行為の制限の特例 による職

免 を定めているのが通例である。

学校管理規則 における基本的な職免規定 は、指定都市であるが、次 の例である。

横浜市立学校 の管理運営 に関す る規則(昭 和59教 委規則4)「 第20条 職員の職務 に専

念する義務の免 除は、校長 につ いては教育長が、その他 の職員について は校長が行 う。」

県立高校等管理規則 における職免の規定 は10道 県にある。北海道の場合 は、上の例 と同

様の規定に次の二点が付 け加え られてお り、条例で職免の認め られる場合 を定め る時 の規

定 に近 い詳 しい規定 となっている。①横浜市 と同様の規定の但 し書 きとして、「所属職員

で次に揚 げる場合 は、教育長が行 う。/一 道の特別職 として職 を兼ね、その職務 に関

す る事務 を行 う場合/二 職務 に関連ある国家公務員又 は他の地方公共団体の公務 員 と

しての職 を兼ね、その職 に関する事務 を行 う場合/三 道行政の運営上その地位 を兼ね
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表2都 道府県立高等学校等管理規則における服務、勤務時間、休憩、出張、宿日直等に関する規定状況一その2一
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ることが特 に認め られ る団体等 の役職員の地位 を兼ね、その事務 を行 う場合」、②前提 と

して、職務 に専念する義務の特例 に関す る条例 及びその施行規則によること。他県の規定

は、概ね横浜 市の例 と類似の ものであ り、場合によっては、その前提 として条例乃至その

施行規則 による旨が付け加 えられている。

㈲ 営利企業等 の従事 、教育に関する兼職等

地公法第38条 第2項 によって地方公務員の営利企業等への従事制限が定め られ、各都道

府県等 においては、その特例 として営利企業等への従事 を任命権者が認める場合の許可 の

基準が「職務に専念す る義務の特例 に関す る規則」又は類似 の名称の人事委員会規則で定め

られている。教育公務員につ いて は、 さらに、教特法第21条 に よる特例 として、「本務の

遂行 に支障がない と任命権者において認 める場合 には」「教育 に関す る他の職 を兼ね、又は

教育 に関す る他 の事業若 しくは事務 に従事することがで きる」と定められ(第1項)、 かつ、

この場合 、上記人事委 員会規則 の定 める基準 によることを要 しない と定 められている(第

2項)。

営利企業等の従事 と教育に関する兼職等 とについて は、学校管理規則 に規定のある北海、

青森、秋田、福 島、新潟、鹿児島のいずれ もが両者 のどち らについて も規定 している。

営利 企業等従事 については教育長が許可する、教育 に関する兼職等 については教育長が

承認する と定めているのが通例であるが、例外的 に、前者 について新潟のみが教育委員会

の承認、後者について新潟が教委の承認 、鹿児島が教育長の許可 と している。ほかに、秋

田、福島、鹿児 島では、 これ らの手続 きとしてそれぞれ所定の様式 の申請書 によるこ と、

秋 田は離職の際 に届けを出す ことを定めている。又、北海道は営利企業等従事制限に関 し

ては人事委規則 によると定めている。

(6)公 務 旅 行 ・出張

「国家公務員等 の旅費 に関す る法律」(昭和25年4月30日 法律第1]4号)に よれば
、「出張」

とは、職員が公務のため一時その在勤官署 を離れて旅行(す ること)」(第2条 第7号)を い

い、出張 には旅費が支給 され る(第3条)。 地方公務員の場合 もこれに準 じている。公務旅

行 には出張以外 に赴任の為の旅行等が含 まれる。

教 育長協議会案の「校長、職員の出張」の項 は、次の ようであった。

「第二十九条 職 員の出張は
、校 長が命ず る。但 し、五 日以上にわたる場合 は、あ ら

か じめ教育委員会の指示 を受けなければな らない。/2前 項の規定にかかわらず、

校長のほ1張は、教育委員会が命ず る。」
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職員の公務旅行ない しは出張 につ いては、38規 則が規定 している。 うち、多 くが協議会

案の形 をとっているのに対 して、福島、三重、大阪、岡山、高知 は職員 の出張等 に関する

事項 を校長の専決事項等 の条項 において規定 してお り、同案の但 し書 きや校長の出張規定

をもたない。又、上記38規 則の うち多数が「出張」の語によってお り、「旅行」は北海道、宮城、

秋 田、山形、愛知、愛媛、高知 の7道 県である。

群馬及び広 島は、職員の出張 の命令 に関 しては、勤務時間の割振 り、休暇 の承認、職員

の服務に関する事項等 とともに「別 に定め る」と規定す るだけである。又、石川、福井、兵

庫、奈良、和歌 山、山口は、出張又 は公務旅行 自体 に関する直接の規定 はな く、出張又は

旅行命令綴あるいは出張報告書(福 井)等 、これ らに関す る表簿の備え付 け、文書の提出に

ついての規定のみ を有する。

栃木、東京、神奈川、富山、山梨、長野(学 則)、 京都、山口、長崎 の八つ には出張又は

公務旅行 に関す る規定がない。

規定のある管理規則の多 くは、協議会案 を基準 にして、1。 校長が一般職員の出張等 を

命ず る又 は承認す る、若 しくは出張等は校長の専決等の処理事項 とされ、そのほか、2。

但 し○ 日以上、海外、県外等の場合、予め教育委員会の承認 を得 るあるいは教委 に届ける、

3。 校長 の出張等 については○ 日以上の場合、県外 の場合、予 め教育委員会の承認 を要す

る等 となっている。一般職員の外国旅行 につ いての規定 は3規 則 にあ り、北海道(旅 行命

令 は教育長が行 う)、 愛媛(あ らか じめ教育長の許可)、 岐阜(教 委 の承認〉となって いる。

一般職員の出張等 について
、何 日以上の場合教委に届 け出ることの但 し書 き規定 は北海道、

宮城など36都 道府県の規則 にはな く、協議会案 よ り校長の裁量幅が大 きくな っている。

次 に、校長の出張等 につ いては、規定のあ る規則 の多 くは教育長協議会案 に もかかわ ら

ず表に記 したような特定の場合 に限って教育委員会の承認 を要すると定 めている(例 えば、

千葉:宿 泊を伴 う校長の県外出張 は予め教育委員会の承認 を受けること、新潟:五 日以上

の校長の出張 は予め教育委員会に届 け出 ること、校長の県外出張は、教育委員会の承認 を

得 ること等 となっている。)。

なお、出張等 の事後処理 として、青森、宮城、秋田、福 島、愛媛、熊本、大分の7県 は

速やかに旅行命令者に対 して復命(=命 令 により処理 した事柄の処理報告)を すること、 う

ち前2者 以外 は文書 によるべ きこ とを定めている。

出張等 と近接 して、「職員が勤務場所 を離 れて行 う研修」あるい は「教特法第20条 第2項

による研修」について校長 の承認 を要す ると定める例がある(前 者 は千葉61条 ・熊本20条 、

後者 は宮崎26条)。 この研 修は現実には出張命令 を受 けて出張 として扱 われ るこ ととみ ら

れる。
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(7)私 事旅行

私事旅行 について規定 している例 は、県立学校等管理規則で全国で8県 ある。管理規則

に規定が ない場合 も、別の服務規程等 で各団体 ともおそ らく私事旅行 について規定 を置い

ているもの と見 られる。

愛媛県学 「第二十四条 校 長が、県内七 日以上、県外 もしくは外国に私事旅行 をしよ

うとす るとき、又 はその他 の教職員が、私事旅行 をしようとする ときは、その目的、

行 き先及び 日数を具 して、校長 にあつては教 育長の、その他の教職員にあつ ては校長

の、許可 を受けなければな らない。/2校 長 は、前項 の規定 によ りその他の教職員

の外国私事旅行 を許可 しようとす るときは、あらか じめ教育長 の許可 を受 けなければ

ならない。」

上の例 は、「許可」を受 けなければな らない としている点では異例で、「承認 を受 ける」と

している秋 田、徳島(福 島は20日 以上の外国旅行 につ いて「教育長の承認」)も少数例、通例

は「あ らか じめ届 ける」となっている。届出等の相手 は、通例、校長 は教育長、その他の職

員は校長 となっている。私事旅行 についての規定 は、このほか、①校長 とその他の職員、

② 国内旅行(さ らに「居住 地」を離 れる場合 と「県外」を区別 して定め る例 もあ る。)と海外旅

行、③宿泊 日数、のどの レベルまで届出等 を要 するかによって異 なっている。例えば沖縄

で は「第三十一条 校長 は、私事 のため海外旅行又 は七 日を超 える県外旅行 をしようとす

るときは、あらか じめ県教育委員会に届け出なければならない。」と規定す るだけである。

(8)宿 日直勤務

「宿 日直勤務」とは、「正規 の勤務時間以外の時間、休 日、年末年始休暇な どにおいて、

本来の勤務 に従事 しないで行 う施設 ・設備、備品、書類等 の保全、外部 との連絡、文書 の

収受及び構内の巡視などを目的 とす る断続的勤務 をいう。」側といわれる。

既述の ように、教育長協議会案 に対 して 日教組 は、宿 日直については「職員 には義務が

ない。別に警備員 をお く規定 を設けるべ きである。」と反対 した。

昭和46年 成立の教職給与特別法 に伴 う前述 の文部省訓令 「教 育職員 に対 し時間外勤務 を

命 ず る場 合 に関す る規程」は全体 と して は時 間外勤務 を命 じ得 る場合 を制限す るもので

あったが、その第5条 では「宿 日直勤務 について は、従前 の例 によるもの とす る。」とした。

これを基準 として制定 された都道府県 における「義務教育諸学校等の教育職員の給与等 に

関する特別措置 に関す る条例」等乃至そ の施行規程(兵 庫 の場合)に は、この文部省訓令第

5条 に準ずる規定 を置 く例(宮 城、新潟、長野、兵庫、熊本、鹿児島)と 、その種の規定 を

置かない例(千 葉、東京、大阪)が あ る。前者の中にも、長野の ように「宿 日直勤務 につい
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ては…従前の例 によることだで きるもの とす る」としている例 、宮城の ようにそれに先 だっ

て「県立学校 における教職員宿 日直免除要領」(昭和44年 行第94号 教育長)を 定めて校長が特

に必要 と認める とき以外 は宿 日直 を免除す るとし、別 に「巡視」をおいている例 もある。東

京都の場合 は管理規則制定の前か ら警備員の制度 によっていた といわれる。

教員等 に宿 日直勤務 を命ずることがで きるとす る場合、宿 日直 を労働基準法施行規則 第

23条 の「断続的勤務」とみなす(12)。この場合、同条 を労基法第41条 の施行規定 と解釈す ると

み られる。労基法第41条 は同法第五章乃至第六章の二で定め る労働 時間、休憩及び休 日に

関する規定 を適用 しない「労働者」として「監視 又は断続的業務 に従事す る もので、使 用者

が行政官庁 の許可 を得た もの」を挙げている。上記の ような解釈 を正当 とする学説 もある

が、労基法施行規則第23条 を根拠法規 を欠 き違憲であるとする説が正当 と考 えられる(13>。

教育長協議会案 の宿 日直に関する規定 は次 のようであった。

「(日宿直)/第 三十五条 校長 は
、休業 日及 び正規の勤務時 間以外の時間において、

学校の管理 を行な う職員 を日宿直 として命 じなければならない。/2日 宿直 は、特

に教育委員会が承認 した場合 を除 き一人 とする。/3日 宿直員 は、第一項 に規定す

る日叉は時間において、学校の施設及び書類の保全、外部 との連絡、文書の収受及 び

校内の監視 を行な う。/4校 長 は、 日宿直員か らその職務に関 し報告 を受 けて、そ

の万全 を期 さなければならない。」

宿 日直について47の 県立高校等管理規則 のうちで は、岩手、東京、山梨、長野、京都、

奈良、山口、大分 を除 く39団 体で規定がある。

宿 日直についての規定状況 は、そ もそ も規定があるか否かに始 ま り、規定がある場合 も、

宿 日直の職務の内容 を規定 している ・いない とい う差異のほか、(1)①宿 日直 を命ず る、分

担 させ るあるいは分担 を定める、②置 く ・但 し特別の事情あるときは置かないことがで き

る、③特別の場合 には置 くことがで きる、④宿 日直 について「定 める」、(2)①宿 日直に命ず

る対象 を所属職員 と特定 している、②特定 していない、(3)①宿 日直 についての定め を校長

が して教育委員会あ るいは教育長 に届 ける、②単に「校長が定め る」、③単に「定め る」、等、

様 々な場合 にわたってお り、非常 に多様である。そ して、現場教職員の強い反対 を反映 し

たのか、大半が教育長協議会案 を多かれ少 なかれ宿 日直 を しな くて もいい方向に変化 させ

た もの となっている。少な くとも秋田、神奈川、福井、島根 、高知、長崎で は警備員、校

務員その他 の、教育職員以外の者 に宿 日直 を行わせ ることが規定上可能になっている。

例 として、鹿児島県は宿 日直 を置 く条項 として最 も強い部類、島根 は宿 日直の規定 を置

かない場合を別 とすれば、教員が宿 日直 を しない可能性 を最 も強めた規定であ る。

鹿児島「第十六条 学校に当直員(宿 直又 は日直の勤務に従事す る者 をいう。以下同

じ。)を置 く。ただ し、学校の環境その他特別の事情によ り、当直に代わる措置 を行い

又 は当直員 を置か ない ことがで きる。」「第十七条 前条 ただ し書 の規定に よる場合 を
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除 き、当直 員は、所属職員の中か ら校長が命ず る。/2当 直員 は、正規の勤務時間

以外の時間、休 日及び年始年末の休暇の 日において、校舎、設備、備品、書類等 の保

全、外部 との連絡、文書 の収受及び校 内の監視 に当る。」「第十八条 校長 は、当直心

得 を定 め、当直 員に示達 しなければな らない。」「第三十 四条 学校 において備 えなけ

ればならない表簿 は、別 に規定する もののほか、次 のとお りとす る。…十二 当直 日

口o・」

島根「第四十三 条県立高等学校(独 立校舎 を有する分校 を含 む。)に警備員 を置 くも

の とす る。ただ し、特別 の事情がある ときは、これを置か ない ことがで きる。/2

前項 に規定する警備員に関す る事項 は、別 にこれ を定める。/3県 立高等学校 に必

要 に応 じて宿直及 び日直 を置 くものとする。/4宿 直及び日直 は、校長が これを命

ずる。/5宿 直及び 日直は、施設、設備等の保全、外部 との連絡等 を行なうものと

し、その服務については校長が これを定め る。」

県立高校等管理規則 における服務 ・勤務時間等 に関する規定 には以上に述べ た事項 のほ

か、表 の(9)～(13欄にみられるように赴任、事務引継、服務の宣誓、休職その他 に関する規

定があるが紙幅の都合 もあ り説明を略す る。

本稿 は、服務 ・勤務時間等 に関す る主 な規定の分類 と概要に とどまった。以上 を手がか

りとして、各県等の服務 ・勤務時間等 に関する条例 その他の規程、学校管理規則の服務以

外の事項の規定、学則等の検討並 びに何 よ りこれ らの事項 にかかわる高等学校 における現

実の問題点 と課題の把握に進み、学校運営の基本的事項 としての職員の服務 ・勤務時間等

の基本的あ り方 を明 らかに して行 くことを今後の課題 と したい。

〉圭騨言
口

く

(1)宮 城県教育庁行政課編 『必携教育関係法規』昭和57年

(2)林 修三他編 著 『法令用語辞典』1976年 版 ・学陽書房

(3)文 部省 内教育法令研究会編集 『教育法令 コンメンタール』、2001頁 、加除式 ・1990年3月 現在。

(〉 内 は原文。

(4)前 掲 『法令用語辞典』

(5)高 石邦雄「学校 管理規則 について」 『教育委員会月報』 昭和32年3月 号 ・三一一書房 『戦後 日本

教育史料集成』第6巻476頁

(6)日 教組法政部昭和32年1月24日 「学校管理規則 の闘 いをどう進め るか」・同前470-474頁

(7)手 持 ちの次の法規集による。

○東京都教職員組合 ・東京都高等学校教職員組合編 『都 条例 を中心 とした教育法規集』1988年

○大阪府教育委員会編 『大阪府教育法令要覧』 昭和55年

○兵庫 県教育委 員会編 『教育実務必携』昭和61年

42

N工 工一ElectrOnicLibrarySe-vice



OtemaeUniverSity

大手前女子学園(大 手前女短大研集)「研究集録」第10号(1990年)

○宮城県教育庁 行政課編 『必携教育関係法規』昭和57年

○千葉県教育庁編 『千葉県教育関係職員必携62』 昭和61年

○鹿児島県教育庁編 『教育関係者必携昭和62年 版』昭和62年

(8)前 掲 『教育法令 コンメンタール』2005頁

(9)(1(以11)文部省地方課法令研究会(代 表:野 崎弘)編 著 『教育法令用語の基礎知識』1983年 。

(1⇒ 秋 田県人事委員会 ・「内外教育」昭和3月19日 号、『戦後 日本教育史料集成』第6巻481頁 参照。

(圃 『新版 ・労働基準法』 日本評論社1983年 所載の近藤正三 ・第41条 注釈、参照。

付表 検討対象都道府県立高等学校等管理規則一覧(前 稿からの再掲)

番

教育委員会規則名(略 称)
、

号

当初公布

年月 日

(昭和)

規

則

誉つブ

最近改正

年月日

(昭和)

規

則

誉
写

1北 海道立学校管理規則(北 海道学) 32.3.29 1 61.4.1 9

2青 森県立学校管理規則(青 森県学) 32,11.7 11 61.3.27 7

3岩 手県立高等学校の管理運営に関する規則(岩 手県高) 32.1.14 3 62,3.31 4

4県 立学校の管理に関する規則(宮 城県学) 32.7.23 9 56.12. 20

5秋 田県立高等学校管理規則(秋 田県高) 61,3.18 2 62.9.18 9

6山 形県立高等学校管理規則(山 形県高) 41.4.1 3 62.3. 6

7福 島県立学校の管理運営に関する規則(福 島県学) 46.3.26 9 62.1. 1

8茨 城県県立学校管理規則(茨 木県学) 35.5.25 6 62.11.2 10

9県 立学校管理規則(栃 木県学) 32.3.30 2 60.12.27 12

10群 馬県立高等学校管理に関する規則(群 馬県高) 41,12.29 13 60.5.31 ll

11埼 玉県立高等学校管理規則(埼 玉県高) 32.9.26 7 60.3.26 3

12県 立高等学校管理規則(千 葉県高) 54.4.1 1 61.4.1 7

13東 京都公立学校の管理運営に関する規則(東 京公学) 35.4.1 8 61.3.31 23

14神 奈川県立高等学校の管理運営に関する規則(神 奈県高) 36.4.1 4 63,3.30 4

15新 潟県立学校管理運営に関す る規則(新 潟県学) 32.4.12 6 58,3.31 4

16富 山県立学校管理規則(富 山県学) 32.7.18 3 54,3.12 3

17石 川県立学校管理規則(石 川県学) 37.1.11 4 54.3.27 7

18福 井県立学校の管理運営に関する規則(福 井県学) 46.6.1 6 62,10.1 4

19山 梨県立学校管理規則(山 梨県学) 26.3.30 3 62,3.31 2

20長 野県立高等学校学則(長 野学則) 31.4.12 3 62,3.23 1

21岐 阜県立高等学校管理規則(岐 阜県高) 39.3.31 3 6ユ.4.1 5

22静 岡県立学校管理規則 く静岡県学) 32.3.5 1 61.3.31 4

23愛 知県立学校管理規則(愛 知県学〉 32.10.5 9 55.3.31 7

24三 重県立学校の管理に関する規則(三 重県学) 32.10.30 12 60.3.6 1

25滋 賀県県立学校の管理運営に関する規則(滋 賀県学) 32.ILl5 8 61.6.13 12

26京 都府立学校の管理運営に関する規則(京 都府学) 62.12.19 8

27大 阪府立高等学校等の管理運営 に関する規則(大 阪府学) 32,10.5 4 61,3.31

28兵 庫県立高等学校の管理運営に関する規則(兵 庫県高) 35,4.1 4 59.4.1 8

29奈 良県立高等学校等の管理運営に関する規則(奈 良県学) 31.11.20 8 62.2.24 22

30和 歌山県立高等学校規則(和 歌県高) 29.12.18 11 58.7.30 6

31鳥 取県立学校管理規則(鳥 取県学) 51,4.1 9 62.3.27 2

32島 根県立高等学校規程(島 根県高) 32.12.18 21 61.3.25 2

33岡 山県立学校管理規則(岡 山県学) 32.2.1 3 60.12.24 8

34広 島県立高等学校等管理規則(広 島県学) 32,329 2 62.4.1 4

35山 口県立高等学校等の管理に関す る規則(山 口県学) 32.3.8 2 60.12.2 12

36徳 島県立高等学校規則(徳 島県高) 33.2.7 3 60.3.30 5

37香 川県立学校の管理運営に関する規則(香 川県学) 33,9.12 11 61.12.9 12

38愛 媛県県立学校管理規則(愛 媛県学) 31.11.30 21 63.3.29 1

39高 知県立学校の管理運営に関する規則(高 知県学) 35.7.15 8 61,3β1 3

40福 岡県立学校管理規則(福 岡県学) 32.6.11 13 55,2.19 1

40'福 岡県立高等学校学則(福 岡学則) 32.6.11 14 60.12. 12

41佐 賀県立学校の管理に関する規則(佐 賀県学) 58.3.30 2 58.3.30 2

42長 崎県立学校管理規則(長 崎県学) 51.3.31 3 61.3. 2

43熊 本県立学校管理規則(熊 本県学) 32.12.9 6 60.12.24 31

44大 分県立学校管理規則(大 分県学) 42.3.28 1 54.3.31 4

45県 立学校管理規則(宮 崎県学) 42,4.1 1 57.3. 4

46鹿 児島県立学校管理規則(鹿 児県学) 31.10.15 12 60.12.20 13

47沖 縄県立学校管理規則(沖 縄県学) 47.5」5 7 61.7.1 2

99[参 考1県 立高等学校管理に関す る規則 く案)(教 育長協案) 31.9.1

(全国都道府県教育長協議会決定)

[備考]対 象規則の識別番号、都道府県名、名称(括 弧内は後々用いる便宜上の略称)、 規則公布年月日、公布当初

教育委員会規則番号、収集規則の最近改正年月日、 その規則番号、の順。なお、「最近改正年月日」は1988年1月25

日付で各都道府県教育委員会宛に規則送付を依頼 し収集、再三の依頼の後、同年7月 までに送付 されなか ったものに
ついては当該県立図書館等所蔵例規集等によって収集 し本研究で用いる規則のそれを示している。

なお、福岡については本稿では40「福岡県学」のみを対象としている。又、長野には県立高校にかかる管理規則は

ないので学則 を代用している。

一 一1990年8月31日

一43一
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